
情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

大学におけるソーシャルメディア系人材育成
プログラムの構想および試実装

新目 真紀1 権藤 俊彦1 大沼 博靖1 齊藤 長行1 山根 信二1,a) 玉木 欽也1

概要：産官学民のさまざまな事業においてソーシャルメディアを活用できる人材の育成が必要とされてい
る．著者は，これを情報リテラシー教育の先にある次世代人材育成と位置づけ，ソーシャルメディア／デ
ジタルコンテンツの適切な利用環境をデザインしさらにアセスメントできる「ソーシャルメディア系の人
材育成」の研究開発に着手した．この新たな人材像にもとづき，多業種にまたがって活躍できる人材を育
成する教育プログラムを確立することが本研究の目的である．そのモデルとして産学官民の連携を通じて
青山学院大学ヒューマン・イノベーション研究センターが大学の既存科目の中で実装する教育プログラム
について報告し，今後の展望を示す．
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Arame, Maki1 Gondo, Toshihiko1 Onuma, Hiroyasu1 Saito, Nagayuki1

Yamane, Shinji R.1,a) Tamaki, Kinya1

Abstract: Educating the experts of the technology-mediated social participation is required at multi sectors
including the school, corporation, government, and non-governmental organization. We address this kind of
the next generation education in higher priority, and set the “Social Media Learning Professional” role model
who covers from the design to assessment of social media and digital contents. We propose the education of
the next generation of the social media designer in the multiple different sectors and report the prototype
program in the university education by Aoyama Gakuin University Human Innovation Center.
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1. はじめに

産官学民のさまざまな事業においてソーシャルメディア

を活用できる人材の育成が必要とされている．本研究で

は，ソーシャルメディア／デジタルコンテンツの適切な利

用環境をデザインし，さらにアセスメントできる専門家を

「ソーシャルメディア・ラーニング専門家」として定義す

1 青山学院大学 Aoyama Gakuin University. http://www.
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る．そしてこの新たな人材像にもとづき，人材育成プログ

ラムを提案する．そのプロトタイプとして，青山学院大学

HiRCがはじめた「ソーシャルメディア・ラーニング専門

家育成プログラム（仮称）」について報告する．

2. 背景および先行研究

2.1 背景

青山学院大学では 1990年代より eラーニングを推進でき

る専門家の人材育成に携わり，国内の学部教育でははじめ

ての学部横断型教育プログラムを開発実施し，現在も運用
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を継続している [1]．また従来の eラーニングに加えてモバ

イルラーニングに代表される新たな学びの実践を試みてい

る [2]．このプログラムを評価する中で，ソーシャルメディ

アを利活用できる専門家人材の必要性が明らかになった．

たとえば，東日本大震災におけるソーシャルメディアを

活用した災害対策情報発信の事例を教訓として、ソーシャ

ルメディアによる公共または民間セクターの情報発信が行

われている．それに伴い，公共または民間セクターにおい

ては，ソーシャルメディアを活用して有益な情報を発信す

るだけでなく，なりすましや流言などの問題に適切に対応

できる人材が求められている．その一方で，ソーシャルメ

ディア利用を適切にマネジメントできなかったことが原因

で組織の信頼感や企業価値を失墜させてしまう問題も起

こっている．

さらに教育現場においては，初等教育から高等教育まで

を含む幅広い教育現場でソーシャルメディアの活用とリス

ク対策について教員を支援できるようなソーシャルメディ

ア専門家の養成も急務である．

こうした新たな社会的要請に応えて，各人材育成機関に

おける教育理念・教育内容の特色を踏まえながら「社会の

諸現場でインターネットの利活用にともなって発生する問

題を解決することができ，ソーシャルメディアをはじめと

するデジタルコンテンツ及びその適切な利用環境をデザイ

ン及びアセスメントできる専門家」の育成プログラムの研

究開発に着手した．

2.2 先行研究

今日の学校教育現場では，社会人のスキルを意識した教

育プログラムを導入する事例は多くの先例がある．たとえ

ば技術士法に基づいて文部科学大臣が指定する科学技術

に関する教育課程，情報処理技術者のソウル協定対応プロ

グラム認定 [3]，産官学が進める情報技術関連のスキル標

準 [4]，あるいはMicrosoftや CISCOなどのベンダーが推

進する資格認定 [5]はすでに情報関連の学部では広く認知

されており，大学生は専攻における学術的な教育と並行し

てそれらのスキルを学び，場合によっては資格認定を受け

る．これらの制度は学術的な従来の大学教育課程と実践的

な専門教育プログラムとを併存させる点で本研究と類似し

ているが，本研究が対象とするソーシャルメディア系の人

材育成は目標とする業界や職種がまだ確立していない点が

大きく異なっている．

現在はまだ確立していないスキルを学校教育で準備する

試みとして，ICT企業をはじめとしてさまざまな団体が参

加している「21世紀型スキル」(21st Century Skills)のプ

ロジェクトをあげることができる．現在は存在しない職業

に学生が就職することを想定している団体が参加している

という点で本研究の立場は「21世紀型スキル」に近いが，

本研究はこの (存在しない)職種に固有の人材像をプロト

タイプとして定義し (後述)，社会で活躍するシーンに基づ

いたカリキュラムや教材を産学連携を進めながら開発運用

する．

ソーシャルメディアの活用として潜在的なリスクについ

ての研究を推進すると同時に社会に還元していく構想とし

ては Ben Shneidermanらの提言 [6]がある．これは IEEE

Computer Society会誌 2010年 11月号の特集 “technology-

mediated social participation”の巻頭記事として，世界各

地の多くの専門家に読まれている．同記事は国家的な研究

戦略についても提言を行っているが，それに対して著者は

トップダウンのアプローチではなく大学および企業におけ

るボトムアップの人材育成アプローチに特化している．

国内での教育プログラムの立ち上げ事例としては，東京

工科大学メディア学部が「ソーシャルメディアサービス

コース」を設置して複数年の教育プログラムを開始すると

ともにカリキュラムを公表している [7]．このコースはソー

シャルネットワーク上に展開するコミュニティサービスや

社会貢献の学びのほか、ソーシャルゲームや eラーニング

などの技術を活かしたソーシャルネットワークサービスの

立ち上げとその環境作りなどを学ぶ，国内の学位プログラ

ムではもっとも充実した体制である．同様の取り組みを学

位プログラムだけなく，在学中に取得可能な資格プログラ

ムや社会人を対象とした研修プログラムとしても実装する

のが本研究の提案である．

3. 研究アプローチ

3.1 教育プログラムの特色および設計方略

ソーシャルメディア利活用についての従来の大学教育と

しては，情報リテラシー教育の中でソーシャルメディアの

利活用を扱う初学者教育か，もしくは「ソーシャルネット

ワークサービスでは実名を登録しない」といった避難行動

の教育に止まっているものが多い．そうした「ソーシャル

メディアを使って問題を起こさない教育」にとどまらず

「ソーシャルメディアを活用した情報デザインを推進でき

る人材の育成」を推進し，各業種への進出を想定した学部

横断プログラムを提示している点が本研究の特色である．

しかしながら有用性とリスクとをあわせ持ったソーシャ

ルメディアの利活用は，ICTのみならずコンテンツやユー

ザ研究，そしてアセスメントやコンプライアンスといった

広範な議論を含んでいる．これらの諸問題は従来の情報デ

ザイナ教育では十分に体系化されているとは言えない．そ

のために，オンラインのプライバシー [8][9]・デジタル著作

物の権利・ソーシャルメディアポリシー策定?[10]といっ

た情報環境のアセスメントやコンプライアンスについての

異なるセクターの研究を踏まえ，その知見を生かしたデザ

インからアセスメントまでのプロセスを包括する体系的な

専門家の人材育成プログラムを提案する．

このプログラムを推進するに際して，まずソーシャルメ
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ディア系人材の進路として，公共セクターから民間セク

ターまでの幅広い範囲で活躍することを想定した．そのた

めに，教育プログアムも異なる学部・学科で実装できるよ

うに，最低限のコアカリキュラムをそれぞれの部局の特

色ある教育の中で異なる形態で実施することを意図した

(図 1)．

図 1 コア科目と学校ごとのディプロマポリシーによる特色ある教

育との共存

Fig. 1 Core Class and Different diploma policies

3.2 コアカリキュラム案

最低限学ぶべき「コア」カリキュラムを設計するために

はスキル体系を策定する必要がある．本研究ではエンド

ユーザー向けと事業者向けのスキル体系をそれぞれ以下の

ように策定中である．

エンドユーザー向けのスキル体系として，筆者はいわゆ

る情報リテラシーの国際標準化動向に注目し，総務省が提

案中のインターネット利用者のリテラシー指標 (Internet

Literacy Assessment indicator for Students, ILAS)[11] お

よび同リテラシー内容の元となった各種ガイドラインを

ベースとして，不足していると考えられるソーシャルメ

ディア系のスキルを加えたスキルセットを策定することと

した．ILASは総務省がOECDに標準化提案中で最終的な

評価は未定だが，I–ROI他関連団体と協力して今後の標準

化動向を注視し，有効期限とそれに向けたアップデートを

別途定める計画である．

事業者向けのスキル体系については従来の事業者による

コンプライアンスの仕組みに立脚しつつ設計を進めてい

る．アセスメント業務に関しては，I–ROIの協力を得てア

セッサのカリキュラムを作成中である．アセッサ以外の業

種については，今年度は ILASのスキル体系の上位スキル

を開発しているが，さらなる産学連携を通じて実社会に対

応できるようにする*1．

これらのカリキュラムを産学連携で開発しアップデート

することにより，大学から社会人までのキャリア開発の継

続も企図している．

*1 たとえば情報プライバシー専門家資格である CIPP(Certified
Information Privacy Professional) には，米国サイバー法にも
とづく CIPP/US, カナダ法にもとづく CIPP/C，ヨーロッパ版
の CIPP/E，米国政府機関や民間機関向けの CIPP/G, IT 企業
向けの CIPP/IT という異なる資格認定がある．

3.3 カリキュラムに基づく教育プログラムの推進体制

大学教育を実装する場合，ソーシャルメディア研究者や

eラーニング研究者が授業を担当する場合と伝統的な研究

者が授業を担当する場合では，教材も大きく異なる可能性

がある．そこで研究大学が開発した教材や授業設計方略，

あるいは学習支援システムを共有再利用できる大学コン

ソーシアムの機能が必要となる．

また，共有だけでなくフィードバック機能も必要である．

特にソーシャルメディア系人材育成のように具体的ロール

モデルを提示して進める教育プログラムでは，現場から教

育現場へのフィードバックを常に必要とし，産学によるコ

ラボレーション体制が不可欠である．そのため本研究では，

人材育成を協働してすすめるための産学官民のコンソーシ

アム形成と同時に進められる．

これらの機能を持つ教育プログラムの推進体制を図 2に

ユースケース図で記載する*2．

3.4 資格認定の制度設計

著者は現在，インターネット，メディア，出版，ゲーム

系企業や連携大学とでつくられた産業団体である一般社団

法人インターネットコンテンツ審査監視機構 (I–ROI)をは

じめとする諸団体で「デジタルコンテンツアセッサ」とい

う資格認定制度を制定する準備を進めている [12]．資格認

定はユーザレベルの初級資格認定，そして事業者レベルの

資格認定からなり，事業者レベルは業務サイクルの中でも

アセスメントに特化していることからアセッサ資格と呼ば

れている．まず来年度に向けて研究大学がモデル校として

学部教育における初級資格認定プログラムのプロトタイプ

を提案し，プログラム教育要件と資格認定の合格判定基準

について評価が行われる．

次節ではモデル校でのプロトタイプ実装について述べる．

4. プロトタイプの試実装

本節では，青山学院大学 HiRCにおけるモデル科目の試

実装について述べる．

4.1 プログラム開発

今後必要とされる人材像を明らかにし学部教育から育成

を実施するという高い研究目標に対して，著者らはすでに

青山学院大学で実施されている「eラーニング専門家育成プ

ログラム」[13] を元にした学部横断型のプログラム「ソー

シャルメディア・ラーニング専門家育成プログラム（仮称）」

を提案する．「eラーニング専門家育成プログラム」はすで

に長い実績があり，基礎レベルから上級レベルまでの体系

と学外の資格認定機関との相互認証を実現している．この

モデルをふまえつつ，本研究においてはコンピテンシの体

*2 図は 2012年 6月時点の構想であり，その後の修正は省略してい
る．
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図 2 産学連携による人材育成プログラムのユースケース図

Fig. 2 Use case diagram of the academic–industry collaboration for professional devel-

opment program

系化を行いながら教材およびカリキュラムの開発は基礎レ

ベルに限定することで，短期間での試実装を可能にする．

大学のもつ特色ある教育プログラムの中に位置づけられ

たコアカリキュラムについて表??に概略を示す*3．アセッ

サ資格の根幹となる「共通基礎科目（1科目）」および基礎

科目の内容を踏まえた「発展科目（1科目）」によるコア科

目に加えて，学部教育の特色を生かした「発展科目（2科

目）」を原則としたのカリキュラムの原案を示している．

表 1に

これらの教育実践と研究とのアプローチを踏まえて，年

度末には，大学における取り組みだけでなく，大学におけ

る基礎レベルの専門家人材育成と社会人の高度専門家人材

育成とを包括する評価報告を行う．この作業を通じて，申

請時に想定されたコンピテンシについても産学協働による

見直しが加えられる．

*3 図は大幅に省略されており，完成版では想定する人材像のコンピ
テンシ・ディクショナリ [14]が記載される．また，教員養成およ
び教育サービス業界に多くの学生が就業する可能性が高い青山学
院大学「教育人間科学部」において，2013 年度に向け準備中の
科目名を用いている．2012 年度には別の科目名で開講され，試
実装を行った．

実際にモデル科目群の授業設計や教材開発をする際に

は，例えば，小学・中学・高校の現場では，近年のメディ

アの利用環境の急速な進展に応じた生徒指導に困難を感じ

ている教員が数多く存在していること [15]から，生徒たち

に適切なメディア利用を指導できる教員養成に向けた事例

研究，技術，実践力を修学できるよう配慮する．

この「モデル科目」は教育人間科学部以外の他学部生も

受講できるように配慮する．そして他大学及び社会への普

及へと繋げるために，本研究の取組の内容，途中経過，年

度成果等は，成果報告及びＷ eｂサイト等を活用し積極的

かつ継続的に学内外へ情報提供する．

4.2 eラーニングでの展開

前記の単位認定を伴う学部の科目群とともに，単位を必

要とせず資格要件に対して合格判定を行う「エクステン

ション科目」群をモデル科目に対応させ，教材および eラー

ニングコンテンツを HiRCを中核として設計・制作する予

定である．

初年度から eラーニング化を進めるというこのアプロー

チは，青山学院大学が現代 GP事業の支援を得て実施した
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種類 科目名 科目コンピテンシ コアと

の対応

共通 インター ・インターネットのクレディビリティ（信頼性）向上のために必要となる ○

基礎 ネットと 関連法規（著作権法，個人情報保護法，プロバイダ責任制限法，
科目 法的課題 青少年インターネット環境整備法等）における留意点について説明できる．

・インターネットの有害情報対策として，企業・業界団体による自主規制 ○

の諸方策を列挙できる．
・情報通信分野における法令および，自主規制の相互関係を説明できる． ○

発展 モバイル ・モバイル環境下におけるソーシャルコミュニケーションの便益について ○

科目 コミュニ ユーザー視点から説明できる．
１ ケーショ ・モバイル技術を活用したマーケティングの諸方策について説明できる． ○

ン ・ユーザー視点によるモバイルコミュニケーションと企業視点での ○

モバイルコミュニケーションの相互関係について説明できる．

発展 ソーシャ ・ソーシャルメディア，クラウド，セキュリティなどの基礎技術の概要を —

科目 ルメディ 説明できる．
２ アテクノ ・これらの技術の相互関係について説明することができる． —

ロジー

発展 ソーシャ ・インターネットのクレディビリティ向上のために必要となる関連法規， —

科目 ルメディ 自主的取組の諸方策を踏まえた上で，社会に調和したソーシャルコミュニ
３ アデザイ ケーション及びWebコンテンツのプロトタイプを企画提案できる．

ン実践

表 1 青山学院大学「教育人間科学部」におけるモデル科目群と内容（案）

Table 1 Model curriculum with course descriptions (draft) at Undergraduate education

in Aoyama Gakuin University

「eラーニング専門家の人材育成」[1], [2]を HiRCが継続し

てきた経験にもとづいている．例えば，全学学部生の履修

を認めても，学部固有の授業スケジュールに合わず履修で

きないなどの問題や，教職課題などで年度ごとに履修でき

る単位数制限に達した学生が受講できない場合があった．

そこで夏季・春季休業期間に単位認定は行わない eラーニ

ングのみのエクステンション科目を充実することにより，

学習機会が大幅に広がった．また，この実施により，通年

の授業スケジュールよりも早いサイクルで学習を分析し評

価を行うことが期待される．

5. 現時点での反響と今後の展望

産学連携で行われる本研究では，試実装に着手した今年

度の段階から多くの関係者との交流が生まれ，評価前の段

階から取材を受けた [16][12]．これらは次世代人材育成へ

の期待の高さを示している．今後は学会においても中間発

表を行い，さらなる産学連携に向けて協力機関を募る予定

である．

6. おわりに

今年度より着手したソーシャルメディア系人材育成につ

いて，その概略を述べた．今後，カリキュラム体系の整備

を進めるとともに，モデル校での授業の試実装について評

価を行う．そして来年度はモデル校以外への共有について

もさらに検証を進めたい．
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